
 

 

 

 

 

 

 

【１】土壌汚染対策法･大阪府生活環境の保全等に関する条例(土壌汚染対策に関する部分) 

土壌汚染対策の実施を図り、国民の健康を保護することを目的として、土壌汚染状況の把握

や人の健康被害の防止に関する措置等を定めた「土壌汚染対策法」が、平成１５年(２００３年)

２月１５日に施行(平成３０年(２０１８年)４月１日改正法施行)されました。 

大阪府においては、土壌汚染対策法に加え府域の土壌汚染に対応し、土壌汚染による府民の

健康への影響を防止するため、土壌汚染に関する規制等の規定を追加した「大阪府生活環境

の保全等に関する条例」が、平成１６年(２００４年)１月１日から施行(平成２２年４月１日及び

平成２２年１１月３０日改正条例施行)されています。 

 

【２】土壌汚染状況調査の対象となる土地 

土壌汚染対策法において、土壌汚染状況調査の対象となる土地として、 

①有害物質使用特定施設の使用が廃止された土地 

②土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがある土地 

が、規定されています。 

 

また、大阪府生活環境の保全等に関する条例では上記以外に、 

①３，０００㎡以上の敷地で、形質の変更をしようとする土地 

②有害物質使用特定施設等を設置している工場敷地で、形質の変更をしようとする土地 

③有害物質使用届出施設等の使用が廃止された土地 

が、対象となります。 

 

【３】土壌汚染状況調査の調査対象物質 

土壌汚染対策法による調査対象物質は、鉛、砒素、トリクロロエチレンなど２６種類が規定

されています。また、大阪府生活環境の保全等に関する条例では、ダイオキシン類が追加さ

れて、２７種類となっています。 

 

【４】指定区域（府条例では管理区域）の指定･公示等 

土壌汚染状況調査の結果、土壌の汚染状態が基準に適合しない土地については、その区域は  

指定区域（管理区域）として、指定･公示されます。指定区域（管理区域）内の土地については、    

土壌汚染により人の健康被害が生じる恐れがある場合には、汚染土壌の除去等の措置を講ずる 

よう命じられることがあります。 

 

【５】その他 

詳しくは、下記までご相談ください。 

 

 

土壌汚染対策について 

問い合わせ先 
 

 豊中市 環境部 環境指導課 環境保全係 

 第一庁舎 ５階 ℡ ０６－６８５８－２１０５ 

豊中市都市計画推進部 


